
（まͪな͔ͷϝΠϯετϦʔτ౳ʹ͓͚Δ࿏֎றं৔ग़ೖ੍نޱ）
「居心地が良く歩きたくなる」まちなかの形成を目指す区域のメインストリート�s に、路外駐車場

の出入口の設置を規制することにより、メインストリート�sへの車両の流入を抑制し、利用する歩行
者の安全性�t�|快適性を向上させる。

çਤදᶗ�2�1�17ç　றं৔ग़ೖޱͷઃஔ੍ݶ

資料）国土交通省

（Π）ࢠҭて౰͕ऀࣄҠಈɾ֎ग़͠や͢いڥ؀ͷߏங
駅等の公共交通関連施設内に、育児に必要な授乳室や育児用品自動販売機を設置したり、ベビー

カーの貸出しサービス等を駅利用者に対して提供したりすることにより、子育て当事者が安心して外
出できる環境が実現されている。

çਤදᶗ�2�1�18ç　͜ͲもεϚΠϧεϙοτ（౎Ӧେށߐઢ্໺ెޚொӺʹ2023೥7݄7೔։ઃ）

　都営大江戸線上野御徒町駅では、2023 年 2 月に駅構内に授乳室を設置し、4 月からは、国内の地下鉄駅と
して初めて、ベビーカーレンタルサービスを開始している。7 月からは乳児用液体ミルクや紙おむつ等の育児
用品が購入できる自動販売機を新たに設置するとともに、これらのサービスをより分かりやすく気軽に利用で
きるよう装飾を施し、「こどもスマイルスポット」として展開している。

　　

資料）東京都
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ίϥϜ
子育て世帯の視点に立ったまちづくり（ݝܗࢁ౦ࠜࢢ）

Column
東根市は、人口約４万8千人、山形県の中部に位置し、

さくらんぼの最高級品種「佐藤錦」発祥の地で、さくら
んぼの生産量は日本一として知られる。また、県内の交
通網の要衝であり、「子育てするなら東根市」を掲げて充
実した子育て支援策を推進している。

同市は、定住人口が増加していたが、子育て支援施設
が少なく、母子センター、休日診療所、市立東根保育所
といった福祉施設の老朽化や機能不足が課題になってい
た。市民が生涯にわたり安心して健やかに生活できるよ
うに、それまで同市にはなかった保健福祉の拠点施設を
求める住民の声があったため、1999年から市民会議で
の検討等を重ね、2005年に総合保健福祉施設である「さ
くらんぼタントクルセンター」を建設した。この施設は、
保育所（定員150名規模）等のほか、屋内大型遊戯施設

「けやきホール」が整備された複合型の施設で、施設には
市の子育て支援センター等も併設されており、子育て中
の住民をワンストップでサポートしている。
「さくらんぼタントクルセンター」が子育て支援の拠点

として機能する中、外遊びができる場所も住民から求めら
れるようになり、屋外版子どもの遊び場として、2013年
５月に「ひがしねあそびあランド」が整備された。

これらの施設は「遊びから学ぶ」という基本理念のも
と、自然とのふれあいや様々な人たちとの関わりの中で

自由に遊び、子どもたちの自主性、創造性、社会性を育み、
たくましい人材の育成を目指していて、誰でも無料で利
用することができる。

これら屋内外施設は、基本構想策定段階から「さくら
んぼタントクルセンター」等の整備に携わっている一部
の市民検討委員が創設したNPO法人が、施設管理・運営

（指定管理者制度等を活用）に当たっており、住民目線を
大切にした遊び場つくりをサポートしている。

さらに、子育ての先にある教育にも力を入れており、
県内初となる併設型公立中高一貫校を誘致したほか、近
隣に誰でも利用できる市立図書館を整備し、都市計画と
一体となったコンパクトシティの形成を推進している。

子育て支援施設の整備をはじめとした同市の取組みの
効果として、子育て世代を中心に社会増（転入超過）が
続いており、合計特殊出生率は全国平均、山形平均より
も高い数値となっている。また、同市は、山形県内で最
も低い高齢化率を維持している（2023年４月１日時点）。

今後も引き続き、充実した子育て支援策を推進してい
くとともに、「長生きするのも東根市」を掲げて、高齢者
福祉事業等にも力を入れ、すべての住民が元気で生き生
きと活躍し生活できるまちづくりを推進していくことと
している。

ʻ԰಺༡ͼ৔ʮ͚や͖ϗʔϧʯʼ ʻ԰֎༡ͼ৔ʮͻ͕͠Ͷあͦͼあϥϯυʯʼ

ʻࢠͲもͷ༡ͼΛαϙʔτ͢Δେਓʼ

資料）東根市、特定非営利活動法人クリエイトひがしね
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（２）子ども・子育て当事者向け輸送サービス
子育てしやすい社会環境づくりを進めるに当たり、親が子どもを連れて、気軽に外出できる環境の

整備が求められる。例えば、親子で外出することを望んでいても、自家用車（マイカー）がない、運
転免許資格がない、体調に不安があるなどの理由によって自家用車（マイカー）での移動が困難な状
況や、ベビーカー等の荷物が多く、周囲への気遣いによる気疲れが大きいため、外出を控えようとす
る場合には、目的地までピンポイントで移動できる公共交通手段を利用することが有効である。

①「子育てタクシー」®

乗客一人ひとりの多様なニーズに応えて、移動サービスを提供できる公共交通機関が、タクシーで
ある。少子高齢化が進行する現在、子どもや子育て当事者のニーズを踏まえ、個別に目的地までの輸
送に対応できる特徴を持つタクシーには、公共交通の担い手としてだけではなく、企業の社会的責任
として、地域コミュニティの一員としての役割を果たすことが求められている。
「子育てタクシー」®は、一般社団法人全国子育てタクシー協会（2006年度（平成18年度）設立）

主催のタクシードライバー養成講座課程を修了したドライバーが専門に乗務する、子育て当事者にや
さしいタクシーである。「子育てタクシー」®を運転するのは、全国子育てタクシー協会が認めた優良
会社で協会指定の養成講座（８時間以上）、及び子育て支援施設での保育実習を修了したドライバー
のみである。乳幼児を連れた外出、保育園や学童保育所、塾等の習い事の際、送迎を代行して子育て
当事者をサポートしている。

②「こどもノッカル」
富山県朝日町では、2021年10月より、

公共交通サービス「ノッカルあさひまち」
の本格運用を開始している。これは、町の
住民が会員登録を行い、電話、又はアプリ
によるマッチングを活用して事前予約する
ことで、同じ町の住民の自家用車に相乗り
して移動することが可能となる仕組みであ
る。具体的には、町が運行主体として、旅
客運送用の保険を完備するとともに、運行
管理を地元の交通事業者に委託し、第２種
運転免許保持者、又は安全講習を受けたド
ライバーが、登録された車両の安全性等を
確認の上、元々行く予定のある場所（居住
地区から中心市街地までの範囲）に利用者
を乗せて送迎を行う。

他方で、子どもの習い事に関して、移動
手段が不足していることや、共働き世帯が
多く、親による習い事送迎が困難な状況
であることが町の課題であった。そこで、
2022年11月より、「ノッカルあさひまち」を子どもの習い事の送迎にも適用させた「こどもノッカ

çਤදᶗ�2�1�19ç　͜ͲもϊοΧϧあ͞ͻまͪ

資料）朝日町
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ルあさひまち」注2の実証運行が行われている。これは、アプリによるマッチングを通じて、子どもを
通わせる近所の親同士が助け合い、子どもの習い事の送迎を可能とするサービスである。

国土交通省では、地域交通共創モデル実証プロジェクトを2022年度から実施しており、本取組み
は多分野共創の好事例の一つとして選定されている。地域交通共創モデル実証プロジェクトは、交通
を地域のくらしと一体として捉え、地域公共交通の維持・活性化を目的として複数の主体が連携して
行う取組みであり、その萌芽となる交通の実証事業における運行経費等を補助するとともに、実地伴
走型のフォローを行うことにより、必要な課題等を整理し、地域公共交通の持続可能性を高めていく
ことを目指している。

注 2　2024 ೥ 3݄ 31೔Λもͬて࣮ূӡߦ͸ऴྃɻಉ೥ 4݄ 1೔Ҏ߱͸ʮϊοΧϧあ͞ͻまͪʯと౷߹͠ɺαʔϏεΛܧଓɻ

ίϥϜ
習い事への子ども送迎サービス（IBC᷂）

Column
子育て世帯の保護者にとって、子どもの習い事の送迎

対応は、働き方や日常生活に大きな影響を与えている。
横浜市で実施された、横浜市子ども・子育て支援事業計
画の策定に向けた利用ニーズ把握のための調査＜小学生
保護者調査＞（2023年度実施）によると、共働き率は
約７割で増加傾向にあり、一方で小学生の実に７割が、
平日の過ごし方の状況として「習い事」と回答している。
このことから、習い事の送り迎えのために、保護者が時
短勤務をせざるをえない状況が発生し、働き方や就労時
間を制限されることに起因するキャリア形成の問題や、
送迎手段が確保できないことによって、習い事に通わせ
ることを諦めるなど子どもの送迎が家族全員の生活を左
右する可能性がある。

このような中、子育て世帯向けの送迎サービスの実
用化に向けて取り組んでいるのが、横浜市に本社を置
くhab㈱である。同社の送迎サービスでは、利用希望者
はスマホ上で子どもの習い事の情報のほか、授業等の終
了・開始情報、希望の乗降場所をリクエストすることで、
AIシステムが自動でバス停・走行ルート・ダイヤを確定
し、アプリに通知される仕組みとなっている。送迎は、
各地域で提携するタクシー会社が担当し、hab㈱の乗降
サポートスタッフが助手席で子どもの対応をする。また、
当サービスは、子ども達だけでタクシーの相乗りが可能
でありながら、専用マイページから現在の位置のほか車
内画像を確認することもできるため、利便性と安全性を
両立させる仕組みとなっている。2023年３月には、「横

浜市スタートアップ社会実装推進事業」の採択企画とし
て、関内駅周辺で習い事に通う小学生14名を対象とし
て実証実験を実施、同年12月～ 2024年２月にかけて
実施した試験運行においては、運行エリアを鶴見区、中
区、青葉区に拡大し、料金を片道500円としている。

2023年３月の実証実験（小学生14名（のべ48名）
が利用）に参加した保護者を対象としたアンケートでは、

「サービスが有償でも継続利用したい」と回答した人が
100%という結果となった。

こうした取組みを通して、同社（及び同社が幹事を行
うコンソーシアム）は、「誰もが諦めない世界を創る」
をコンセプトに、「子どもの移動対応による様々な社会
問題の解決」（①子育て層の送迎負担軽減による可処分
時間向上、②家庭の経済的負担軽減、③子どもの習い事
選択肢の多様化、④タクシードライバーの業務効率化）
を目指すこととしている。

ʻ࣮ূ࣮ݧͷ༷ࢠʼ

資料）hab ㈱
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（３）女性等の新規就労・就業継続への取組み
働く女性が増加する中、育児等による負担から女性が離職を余儀なくされることを防止し、女性の

定着率を向上させるため、女性が働きやすい職場環境づくりが重要となる。労働力不足が深刻となり
つつある中、女性を含む多様な人材が就業しやすい職場環境づくりに向けた取組みが進められてい
る。

①建設産業
建設業では、他産業を上回る高齢化が進んでおり、近い将来、高齢者の大量離職による担い手の減

少が見込まれることから、中長期的な担い手の確保・育成が喫緊の課題となっている。このため、建
設業への女性の定着促進に向けた環境を整備し、更に魅力的な産業にしていき、担い手の確保につな
げていくことが必要である。

国土交通省では、業界全体を活性化させ、男女問わず誰もが働きやすい業界とすることを目的に、
2020年に「女性の定着促進に向けた建設産業行動計画」を策定し、官民一体となって、女性の入職
促進や就労継続に向けた様々な取組みを実施しているところである。

②自動車運送業
トラック・バス・タクシーといった自動車運送業について、そのドライバーは、全職業平均と比

べ、年間労働時間が1 ～ 2割長い一方、年間賃金は低いといった労働環境のため、その不足が深刻化
しており、担い手の確保は喫緊の課題となっている。

国土交通省では、トラック業界において、女性を含めた多様な人材を確保するため、荷役作業の負
担軽減に資する機械等の導入支援、トラック業界で活躍する女性ドライバーの生の声やトラック事業
者による先進的な取組み等の発信、「ホワイト物流」推進運動等、トラック運送事業者における職場
環境改善に向けた取組みの後押し等を進めている。

（４）ワークライフバランス実現への取組み
企業は、若者をはじめとする担い手の確保・育成を図るため、ワークライフバランスの実現を図

り、働きがいや働きやすさを高めることが求められる。

（「2024年問題」の解決等に向けた持続可能な建設業の実現）
ᶃݐઃۀͷ୲いख֬อɾҭ੒ʹ͚ͨ޲औ૊Έ

建設業界は、インフラの老朽化や災害の激甚化等に対して、適切な社会資本の整備や維持を行う、
重要な産業の一つである。

地域の建設業が、引き続きその役割を果たし続けるためには、中長期的な担い手の確保が重要であ
り、国土交通省では、建設業の担い手の処遇改善、働き方改革、生産性向上に取り組んでいる。特
に、2024年度からの時間外労働規制の適用を踏まえ、働き方改革を推進していくことが重要である。

（Ξ）ݐઃۀͷ୲いखͷॲ۰վળ
これまで、社会保険への加入の徹底を推進するとともに、公共工事設計労務単価を12年連続で引
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き上げ、技能労働者の賃金を、優れた技能や厳しい労働環境にふさわしい水準に引き上げる取組み注3

を行ってきた。

（Π）ಇ͖ํվֵͷਪਐ
建設業では、他産業と比べ労働時間が長く、労働者の休日取得日数においては、４週６休の割合が

多くなっている。
このような状況の中、2019年６月に成立した新・担い手三法の下、働き方改革の推進、生産性の向

上等に向けて、週休２日の実現に向けた工期の適正化等に関する「工期に関する基準」の周知・徹底
を図るほか、地方公共団体の取組みの「見える化」等を通じた施工時期の平準化等に取り組んでいる。

さらに、生産性向上として、測量、設計、施工、維持管理に至る建設プロセス全体におけるICT
の活用、インフラ分野全体のDXを進めている。

ᶄݐઃΩϟϦΞΞοϓγεςϜͷ֓要ɾ׆༻֦େ
担い手の技能・経験の見える化や、適正な能力評価を業界横断的に進めるための建設キャリアアッ

プシステム（CCUS）について、業界共通の制度インフラとして普及を促進しており、国や地方公
共団体等が発注する工事において、モデル工事の実施や総合評価落札方式における加点等の取組みの
促進を図っている。

加えて、技能労働者の処遇改善に資する観点から、技能労働者の技能と経験に応じた能力評価制度
の活用を更に進めるとともに、CCUSレベル別の年収を試算・発表することで、キャリアパスを見
える化し、能力に応じた処遇を目指している。また、CCUSは、施工体制台帳の作成機能の活用等
により、事務の効率化や書類削減等にも資するものであり、その普及を通じて、建設産業の生産性向
上への寄与を図ることとしている。

çਤදᶗ�2�1�20ç　$$64ͷ֓要ਤ

資料）国土交通省

注 3　�ٕ ೳ࿑ಇऀͷ௞ۚͷ্ঢ͕ɺެࣄ޻ڞઃܭ࿑຿୯Ձͷ্ঢʹͭな͕Δɻ͜ͷ࿑຿୯Ձͷ্ঢ͕ɺదਖ਼ར५ͷ֬อɺ͞Β
なΔ௞ۚͷҾ্͛ʹͭな͕Δという޷॥؀ʹなͬていΔ（ݐઃۀ（৬ผۀࣄ޻）ͷ 2018೥ʙ 2022೥ͷ௞্ۚঢ཰͸
೥ฏۉ 4.2ˋ）ɻ
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ᶅ੍౓ͷありํͷݕ౼
これらに加えて、2023年９月には、中央建設業審議会・社会資本整備審議会の基本問題小委員会

において、請負契約の透明化による適切なリスク分担、賃金引上げ、働き方改革の３つの観点から、
持続可能な建設業に向けた制度のあり方について、中間とりまとめが策定された。これを受け、第
213回通常国会に「建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の一部を改正
する法律案」注4を提出した。

（「2024年問題」の解決等に向けた持続可能な物流業の実現）
物流は、国民生活や経済を支える重要な社会インフラである。一方、物流業界では、長年の非効率

な商慣習や荷主企業の優位性（多重下請構造）等により、長時間の荷待ちや契約にない附帯作業等に
よる長時間労働注5が常態化しているだけでなく、物流に関わるトラックドライバーの年収が他業種に
比べて低い注6など、働き手にとっての課題が深刻化しており、人手不足の原因となっている。

ᶃ෺ྲྀ෼໺ʹ͓͚Δಇ͖ํվֵ
物流業の担い手不足、カーボンニュートラルへの対応等の課題に加え、物流産業を魅力ある職場と

する必要がある。特に、トラックドライバーへの2024年度からの時間外労働規制の適用もあり、物
流が停滞しないよう対策を講じる必要がある。

ᶄ෺ྲֵྀ৽ʹ͚ͨ޲੓ࡦύοέʔδ
2023年３月に、「我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議」を設置し、同年６月に「物流革新

に向けた政策パッケージ」を策定した。
（Ξ）෺ྲྀͷޮ཰Խ

即効性のある設備投資・物流DXの推進、モーダルシフトの推進等
（Π）ՙओɾফඅऀͷߦಈม༰

トラックドライバーの労働負担の軽減、担い手の多様化の推進、物流拠点の機能強化や物流ネット
ワークの形成支援、宅配の再配達率の半減に向けた緊急的な取組み等
（΢）঎ߦ׳ͷݟ௚͠

トラックGメンによる荷主・元請事業者の監視体制の強化（「集中監視月間」（11 ～ 12月）の創
設）、現下の物価動向の反映や荷待ち・荷役の対価等の加算による「標準的な運賃」の引上げ等

注 4　2024 ೥݄̒ʹ੒ཱͨ͠ɻ
注 5　τϥοΫυϥΠόʔͷ೥ؒ࿑ಇ࣌ؒ͸全ۀ࢈ฏۉʹൺ΂てׂ̎ఔ౓௕くɺ࿑ࡂ੥݅ٻ਺ɺܾڅࢧఆ݅਺ڞʹɺ࠷もଟい

छͰあΔɻۀ
注 6　τϥοΫυϥΠόʔͷ೥ऩ͸ɺ全ۀ࢈ฏۉʹൺ΂て̑ˋʙ 10ˋఔ౓௿いঢ়گʹあΔɻ
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çਤදᶗ�2�1�21ç　෺ྲֵྀ৽ʹ͚ͨ޲੓ࡦύοέʔδ

資料）「我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議」（2023 年 10 月６日）資料より国土交通省において作成

ᶅ࣋ଓՄೳな෺ྲྀͷ࣮ݕ͚ͨ޲ʹݱ౼ձ
持続可能な物流の実現は、物流業者だけで解決できる課題ではないため、荷主企業及び消費者も一

緒にそれぞれの立場で担うべき役割を再考するため、課題解決に向けた検討会（持続可能な物流の実
現に向けた検討会）を、関係省庁と連携の下、2022年９月に設置し、2023年８月に検討結果の最
終とりまとめを公表した。

ᶆݕ౼ձޙͷରԠ
トラック輸送に係る契約内容の見直しに向けた「標準的な運賃」の改正、再配達率「半減」に向け

た対策、2030年度に向けた政府の中長期計画を策定・公表した。また、第213回通常国会に「流通
業務の総合化及び効率化の促進に関する法律及び貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律案」注7

を提出した。

注 7　2024 ೥݄̐ʹ੒ཱͨ͠ɻ
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ίϥϜ
中国地方の物流問題への取組み（෱ࢁ௨ӡ᷂ɺాத૔ݿӡ༌᷂）

Column
中国地方では、配送ドライバーの人手不足により、多

くの荷物が運べなくなる可能性がある。業務効率化、担
い手確保、ドライバーの働き方改革は運送業、さらには

注 1　τϨʔϥʔΛ̎୆࿈݁ͤ͞て૸͢ߦΔं྆ɻ̍୆Ͱ௨ৗͷτϥοΫ̎୆෼ͷ༌ૹ͕Մೳɻ

荷物の保管、入出庫を担う倉庫業にとっても大きな課題
となっている。

◆中国地方の運送業界の取組み
福山通運㈱は、広島県福山市に本社を置き、主に運送

業を営む企業である。トラック運送だけでなく、鉄道や
船舶による輸送も行っている。同社は「物流2024年問
題」におけるドライバー不足という課題への対応として
様々な取組みを行っている。

取組みの一つとして、同社は既に2017年から、日本
初となる車両全長25mのフルトレーラー「ダブル連結
トラック」注1の実証運行を開始しており、2019年1月か
ら本格導入している。「ダブル連結トラック」を使用す
ることで、ドライバーが一度に配送可能な荷量が、約二
倍に増加し、労働力不足の解消や環境負荷低減等の効果
が期待されている。実際に「ダブル連結トラック」の導
入により、ドライバーの削減が実現し、大型車ドライバー
の全体休日が約７％増加した。現在、同社の「ダブル連
結トラック」の走行可能区間は、全国で5,000kmを超
えており、今後も拡充を予定している。また、同社は「ダ
ブル連結トラック」を全国で50台所有（2024年３月時
点）しているが、今後も更に台数を増やし、輸送の効率
化を加速させる予定である。

そのほか、同社は同業他社と連携し、共同配送に取り
組んでいる。共同配送とは、各企業が同じ納品先への配
送を予定してる場合に、連携し荷物を集約し、配送業務
を行う取組みである。これにより、一台当たりの積載効

率が向上し、効率的な配送が実現した。
さらに、同社はエリア毎の強みが異なる同業他社との

共同運行も実施している。共同運行では、同社の拠点を
利用しドライバーが他社の車両へ乗り換える中継輸送も
取り入れることで、空車回送の削減を実現している。ま
た、中継輸送により、これまで宿泊が必要であった長距
離ドライバーの日帰り運行が可能になり、労働環境の改
善につながっている。

今後、同社はトラック等の車両を使用した運送だけで
なく、船舶や鉄道を活用した多様な輸送を更に強化し、
また、それらをDX戦略等と合わせて、労働生産性の向
上を目指している。

ʻμϒϧ࿈݁τϥοΫʼ

◆中国地方の倉庫業界の取組み
運送業だけではなく、物流の一翼を担う倉庫業におい

ても、人手不足という課題を抱えており、倉庫内作業の
省人化・自動化が重要視されている。また、荷役時間に
よるドライバーの手待ち時間の短縮等、配送ドライバー
の長時間労働抑制のための取組みに着手し、物流業界全
体で効率化を進めていく必要がある。

このような課題を解消するために、広島県広島市で倉
庫業を営む田中倉庫運輸㈱は、倉庫内作業の省人化・自
動化を積極的に推進してきた。

同社の倉庫には、ダブルリーチ式の全自動立体倉庫が
導入されており、PCに入力された情報から、クレーン
が荷物の場所を判断し、自動でピッキング作業を行って
いる。導入前は、従業員がマイナス23度の低温室内に
立ち入り作業していたが、現在では、その大部分を自動
化している。そのほかには、電動移動棚を使用し、荷繰
り作業を軽減、また、目視作業による作業ミスを軽減す
るため、設定した各棚の高さまで自動で上昇するフォー
クリフトを導入し、作業負荷軽減を図っている。
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また、同社は、災害時でも倉庫内の食材等の品質を保
ち、物流が停滞しないよう、BCP（事業継続計画）を策
定し、設備投資を進めている。その取組みの一つとして、
同社は断水時にも稼働可能な、空冷式自然冷媒冷凍機を
導入している。この冷凍機は、CO2単体の自然冷媒冷凍
機としては中国・四国地方第１号機であった。

今後も同社は、積極的に設備投資を行い、業務の効率
化と持続可能な物流を目指していくこととしている。

ʻཱମࣗಈ૔ݿʼ

資料）福山通運㈱、田中倉庫運輸㈱

（ςϨϫʔΫͷਪਐ）
働く場所にとらわれない環境の整備や通勤時間の短縮は、子育てと仕事の両立や柔軟な働き方を実

現し、子育て世代をはじめとしたワークライフバランスの実現につながるとともに、交通渋滞や鉄道
の混雑緩和に貢献している。

ίϥϜ
担い手不足の解消～外国人材に選ばれる国へ～

Column
我が国で働く外国人材は年々増加し、厚生労働省の「外

国人雇用状況」の届出状況（2023年10月末時点）によ
ると、2023年の外国人労働者数は2,048,675人となり、
統計を取り始めた2008年以降、初めて200万人を超え
た。これは、前年（2022年）から22万5,950人（前年
比12.4％）増加し、伸び率も前年の5.5％から6.9％上昇
している。国籍別で見ると、ベトナムが51万8,364人（前
年比12.1％増）で首位、次いで中国39万7,918人（3.1％
増）、フィリピン22万6,846人（10.1％増）の順となっ
た。産業別で見ると、「製造業」が55万2,399人で全体の
27.0％を占め、「建設業」は14万4,981人（同7.1％）であっ
たが、増加率では「建設業」が24.1％と最も高かった。

我が国では、人口減少を背景に、様々な産業で担い手
不足が深刻化する中、人手不足対策を目的に2019年４月
に新たな外国人在留資格の「特定技能」が導入された。生
産性向上や国内人材の確保のための取組みを行ってもな
お人材を確保することが困難な状況にある産業上の分野
において、一定の専門性・技能を有し即戦力となる外国人
を受け入れていく制度として構築され、建設分野もその対

注 1　2024 ೥݄̒ʹ੒ཱͨ͠ɻ

象となっている。
そうした中、人材確保の困難化等を背景に、外国人材の

受入体制が拡大されてきている。2023年６月、熟練した
技能を要する特定技能２号の対象分野が、元々の建設に加
え、航空、宿泊を含む11分野に拡大されたほか、2024
年３月には、在留期間が最長5年の特定技能１号の対象に、
自動車運送業、鉄道等、４分野を追加している。この特定
技能１号のうち、自動車運送業では、バス、タクシー、トラッ
クのドライバーを対象とし、鉄道では、運転士や車掌、駅
係員業務を担う運輸係員のほか、軌道整備、電気設備整備、
車両製造、車両整備を対象としているところ、特に、バス、
タクシーのドライバーや鉄道の運輸係員については、特に
利用者への説明や事故時等の緊急時の対応が求められる
ため、他分野よりも高いレベルの日本語能力を要件として
いる。

今後も、従来の技能実習制度を廃し、就労を通じた人
材育成・人材確保を目的とする新たな在留資格（育成就
労）を創設する法案注1が、第213回国会に提出されるなど、
外国人材の適正な受入れに向け進んでいく中で、我が国社
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会もまた、多様性を推進し持続的な発展を目指すことが重
要である。

昨今の円安傾向に加え、アジア各国の生活水準も上がっ
ており、我が国が外国人材から就労先として引き続き「選

ばれる国」となるには、外国人材が安心して働き、生活で
きる受入環境の整備や、外国人材の定着・活躍に向けた一
層の意識変化が求められている。

資料）法務省「改正法の概要（育成就労制度の創設等）」

地域の持続性につなげる取組み
人口減少による人手不足の中で、地域公共交通やインフラ等の存続が危ぶまれており、持続性や安

全・安心を脅かすリスクが高まっている。このような中で地域力を高めつつ、都市部以外の地域への
人の流れを創出・拡大するような環境整備に取り組むことが重要である。

（１）地域公共交通の再構築（リ・デザイン）
①地域公共交通の抱える課題

ローカル鉄道・路線バス等の地域公共交通は、地域の社会経済活動に不可欠な基盤であるが、人口
減少や少子高齢化、自家用車の普及やライフスタイルの変化により、利用者が長期的に減少している
一方、運転者等の人手不足は深刻化している。加えて、新型コロナウイルス感染症の影響もあり、公
共交通事業者の経営環境は悪化し、交通事業者は従来のサービス水準を維持することが困難となって
おり、移動手段の確保に関する不安が地域住民の間で高まっている。

こうした状況を打開するには、交通事業者の経営努力だけでは限界があるところ、日々の暮らしや
生活において、交通がどのような役割を果たしているのか、また、今後どのような役割を果たすこと
ができるのかといった観点を重視しながら、施策の方向性を示す必要がある。すなわち、交通事業者
等の交通サービス提供主体が、能動的に人の流れを生み出し、地域コミュニティを活性化させること
や、交通事業者等と地域の産業を担うプレイヤーが、領域を越えた協力を行いながら、地域コミュニ

3
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ティの課題を解決するとともに、交通サービスの価値を最大化する機運を醸成することが必要であ
る。

②地域における「連携と協働」
国土交通省では、自動運転やMaaS（Mobility as a Service）、キャッシュレス等のデジタル技術

実装を目指す交通DX（デジタル・トランスフォーメーション）、車両電動化や効率的な運行管理・
エネルギーマネジメント等の導入を一体的に推進する交通GX（グリーン・トランスフォーメーショ
ン）、交通事業者をはじめとした地域の多様な関係者との連携と協働（①官民の共創、②交通事業者
間の共創、③ 他分野を含めた共創の「３つの共創」）の推進を通じて、利便性・生産性・持続可能性
の高い交通へのリ・デザインを進めている。また、地域の公共交通の「リ・デザイン」と社会的課題
解決を一体的に推進するために、国土交通省を中心に、関係府省庁・有識者で構成される「地域の
公共交通リ・デザイン実現会議」を2023年９月に設置した。様々な論点に係る議論を踏まえ、関係
者の連携・協働を一層深め、地域における移動手段の確保を推進するための施策の方向性について、
2024 年５月にまとめられる予定である。

また、地域公共交通計画には、各地の厳しい現状に対応しながら、自家用車に頼りすぎることな
く、誰でも気兼ねなくおでかけできる社会の実現に向け、司令塔・実行機能やデータ活用の強化・
拡張等、「アップデート」が求められることから、「地域公共交通計画の実質化に向けた検討会」を
2023年12月に設置し、その方向性や官民に期待される取組みについて検討を行った。

�çਤදᶗ�2�1�22ç　̏ͭͷڞ૑

資料）国土交通省

地域交通の「共創」を産み出す土壌として、地域の移動に関わるすべての関係者が「連携・協働」
に取り組む必要があるものの、地域の公共交通が置かれている現状や、地域が抱える社会課題は様々
である。ここでは、地方の中心都市がマイカー依存から脱却し、公共交通を軸としたコンパクトなま
ちづくりに取り組んでいる事例を紹介する。
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ίϥϜ
公共交通を軸としたまちづくり（ಢ໦ݝӉ౎ࢢٶ）

Column
宇都宮市は、首都圏の北の拠点都市として発展を続け

ており、過度に自動車に頼らずに、各拠点で医療、子育
て支援等、様々なサービスを享受できる、「ネットワー
ク型コンパクトシティ」の形成を推進している。

同市は、市街地が郊外に拡大することにより、中心市
街地の密度低下を招くとともに、公共交通が脆弱なため
通勤時及び帰宅時の道路渋滞が慢性化する課題に直面し
ていた。そこで、基幹となる公共交通として輸送力に優
れたLRT（Light Rail Transit）の整備を開始し、中心
市街地のJR宇都宮駅東口から東部地域の産業拠点であ
る清原工業団地と芳賀・高根沢工業団地を結ぶルートを
2023年８月26日に開業した（芳賀・宇都宮LRT「ライ
トライン」）。

ライトラインの特徴として、様々な公共交通機関をつ
なぎ、利用しやすくするための乗換施設であるトラン
ジットセンターが５つあり、中でも清原地区市民セン
ター前のトランジットセンターは、ほかのトランジッ
トセンターの中でも大きく、乗換可能な手段も豊富で、
LRTからバス、LRTからタクシー等の乗換えがスムーズ
に行えるほか、無料の駐車場や駐輪場もあり、多くの人
が利用可能である。

ライトラインの運営は、公設型上下分離方式を採用し
ている。具体的には、宇都宮市・芳賀町が、軌道整備事
業者として、軌道施設や車両を整備・保有し、維持管理
の責任を持ち、宇都宮ライトレール㈱が、軌道運送事業
者としてそれらを借り受け、運行サービスを提供してい
る。

開業後の利用状況は、開業から半年で、約227万人（当

初予測の約1.2倍）で、平日は、通勤や通学での利用を
中心に、当初需要予測と同程度の１日当たり約12,000
人～ 13,000人、土休日は、沿線のイベントや商業施設
に向かう方々を中心に、当初需要予測の約２倍超となる
１日当たり約9,000人～ 13,000人が利用している。ま
た、沿線地域の交通利便性が向上したことで魅力が高ま
り、地価の上昇が目立った。

そのほか、バス路線の再編にも取り組み、トランジッ
トセンターを起終点として、各地域の暮らしの拠点や産
業拠点とを結ぶバス路線等の新設を行い、再編後の平日
１日当たりの運行本数が121本増加するなど、運行サー
ビスの向上を図っている。

また、地域を面的にカバーする地域内交通の整備にも
取り組み、決まった時間・ルートを運行する定時定路型
や、予約に応じて自宅と事前に設定した目的地を結ぶデ
マンド型により運行しており、ライトライン沿線の地区
では、開業に併せて、ライトラインの停留場を目的施設
に設置するなど、公共交通の乗継ぎの利便性向上を図っ
ている。

今後は、2025年度内にJR宇都宮駅西側の整備区間（JR
宇都宮駅から教育会館付近までの５km）の特許申請を
行い、2030年代前半の開業に向けて検討を進めており、
将来的には観光地である大谷エリアまでの延伸も検討し
ている。

同市は、人口減少・高齢社会においても、子どもから
高齢者まで誰もが豊かで便利に安心して暮らすことがで
き、夢や希望がかなうまちの実現を目指している。

ʻ๕լɾӉ౎35-ٶʼ

ライトライン 車内の様子
資料）宇都宮市
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ίϥϜ
交通モードの切替えによる地域の足の確保（ٶ৓ؾݝઋপࢢ΄͔）

Column
気仙沼市の海岸沿いを走行するJR気仙沼線は、2011

年３月、東日本大震災の津波により、気仙沼駅・柳津駅
間の沿岸部の線路が流失し、運行不可能となった。鉄路
復旧の代替手段として、2012年８月から気仙沼駅・柳
津駅間で運行を開始したのが、JR気仙沼線BRT（Bus 
Rapid Transit）である。主に通勤・通学として年間約
30万人に利用されており、BRTとしての復旧後も、日
常生活に密着した地域の基幹交通を担っている。

気仙沼駅・柳津駅間55.3kmのうち約50kmはBRT専
用道であることから、速達性が維持され、遅延時間５分
未満の運行が９割以上と、定時性も確保されている。ま
た、専用道から離れた市立病院構内へ乗り入れるといっ
た柔軟なルート設定や、混雑状況に合わせた輸送力の調
整が可能であり、地域の声を反映した柔軟な運行サービ
スが提供されている。

一方で、震災前には７万人であった同市の人口は、現
在は６万人を割り込み、沿線地域でも人口減少が進む中、
BRTを運行する東日本旅客鉄道㈱（以下、JR東日本）で
は、少子高齢化の進行によるさらなるドライバー不足を
懸念し、2018年度より、BRT専用道の一部区間におけ

る、自動運転の実証実験に取り組んでいる。
自動運転区間は、一般道との交差が少ない柳津駅・陸

前横山駅間のBRT専用道約4.8kmで、自動運転バスに
は、障害物を検知するカメラやセンサーが搭載されてい
るほか、走行路面2m毎に敷設された磁気マーカーを、
車両の磁気センサーで検知することにより、電波の届か
ないトンネルを含む専用道上においても、高精度な自車
位置推定を実現し、正確な自動運転を可能としている。
このような技術により、2022年12月から、ドライバー
の監視が必要な自動運転レベル２、最高速度時速60km
での営業を開始している。

また、2024年３月、JR気仙沼線BRTの自動運転バ
スは、柳津駅・陸前横山駅間において、特定の条件下で
自動運転車レベル４として、日本で初めて最高速度時速
60㎞での認可を受けており、今後、JR東日本では、有
人での自動運転レベル４の運行実現を目指すとともに、
陸前横山駅から水尻川アプローチまでの自動運転区間の
延伸（自動運転区間計15.5km）を進めていくこととし
ている。

ʻಛఆͷ৚݅ԼͰϨϕϧ4ͷೝՄΛड͚ͨࣗಈӡసόεʼ ʻమಓと#35͕ಉ͡ϗʔϜʹ৐りೖΕΔؾઋপӺʼ

資料）東日本旅客鉄道㈱

（２）関係人口の創出・拡大
関係人口とは、移住した「定住人口」でも、観光に来た「交流人口」でもない、特定の地域に継続

的に多様な形で関わる人々を意味し、主な生活拠点とは別の特定の地域に生活拠点（ホテル等も含
む。）を設ける暮らし方である、いわゆる二地域居住を行う人も含まれる。関係人口は、「訪問系」と

「非訪問系」の大きく２つの類型に分類でき、訪問系は地域との結びつきの度合いの強さに応じて、
さらに５つ（直接寄与型、就労型（現地就労）、参加・交流型、就労型（テレワーク）、趣味・消費
型）に分類される。
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çਤදᶗ�2�1�23 ஋（ίϩφՒલ）ܭͷ෼ྨとਪޱਓ܎ؔ　

関係人口の人数は、「地球との関わりについてのアンケート」（国土交通省、令和２年９月実施）による 18 歳以上を対象とした推計値。
資料）国土交通省

地方を中心として、人口減少が著しく進行している地域では、居住者の生活環境が持続不可能にな
るおそれがある中、2020年に発生した新型コロナウイルス感染症の感染拡大を経て、いわゆるUIJ
ターン注8を含めた若者や子育て世帯等を中心とする二地域居住へのニーズが高まっている。

二地域居住は、関係人口を創出・拡大させるのみならず、地方への人の流れを生み、魅力的な地域
づくりに資するものである。高齢化の進行により、地域づくりの担い手不足に直面している地域で
は、若者を中心に、変化を生み出す人材がその地域に流入し、地域づくりの担い手となることが期待
されている。また、地域コミュニティを維持するためにも、関係人口の拡大・深化は重要である。普
段生活している場と異なる地域との関わりを楽しむことにより、居場所や活躍の場が得られ、地域に
貢献することで、お互いwin-winの関係を構築できる。また、災害時には二地域居住先等が円滑な
避難先となり得ることや、関わりを持つ地域が被災したときに何かしらの支援を行うなど、災害時の
支え合いの基盤になる可能性を秘めている。

国土交通省では、二地域居住の普及・定着を通じた、地方への人の流れの創出・拡大を促進するに
当たり、「広域的地域活性化のための基盤整備に関する法律の一部を改正する法律案」注9を2024年２
月９日に閣議決定し、第213回通常国会へ提出した。同法案には、二地域居住促進のための市町村
計画制度、二地域居住者に「住まい」・「なりわい」・「コミュニティ」を提供する活動に取り組む法人
の指定制度や二地域居住促進のための協議会制度の創設等を盛り込んでいる。

注 8　6λʔϯと͸ɺੜまΕҭͬͨ৔ॴҎ֎Ͱಇいͨͷͪɺ࠶ͼੜまΕڷނʹ໭ͬてಇく͜とɻ* λʔϯと͸ɺੜまΕҭͬͨ
৔ॴͰಇいͨͷͪɺग़਎஍Ͱ͸ない৔ॴ΁Ҡॅ͠てಇく͜とɻ+λʔϯと͸ɺ஍ํग़਎ऀ͕Ұ౓౎ձͰब৬͠ɺ஍ํʹ
Ҡॅɾస৬͢Δ͜とɻ஍͔ݩΒۙい౎ಓ෎ݝやಉ͡ݝ಺ͰもҟなΔࢢொଜʹҠॅ͢Δ৔߹もؚまΕΔɻ

注 9　2024 ೥݄̑ʹ੒ཱͨ͠ɻ

第1節　国土交通分野の現状と方向性 　

第
�
章

国
土
交
通
෼
໺
ʹ
͓
͚
Δ
औ
૊
Έ
と
ࠓ
ޙ
ͷ
ల
๬

Ⅰ

国土交通白書　202490



çਤදᶗ�2�1�24ç　޿Ҭత஍Ҭੑ׆ԽͷͨΊͷج൫੔උʹؔ͢Δ๏཯վਖ਼Ҋ

資料）国土交通省

関係人口の拡大・深化に向けて、人々の多様な暮らし方や働き方が実現可能となるには、「人」、
「場」、「仕組み」づくりを進めていく必要がある。

地域課題の解決に関心を持つ人材を育成するためには、学校における探究学習や農山漁村体験、自
然体験活動等の取組みを推進することや、地域外の人が地域と関わるきっかけを創出するとともに、
地域と関係人口を結びつける関係案内人等の育成や活動支援が必要となる。また、関係人口の拡大が
求められる農村地域への関心を持つきっかけの場として、農家民宿や古民家等に滞在する「農泊」を
推進することも有効である。さらに、継続的に地域を訪問する関係人口がその地域で円滑に活動でき
る仕組みづくりも必要となる。
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（第２のふるさとづくりプロジェクト「何度も地域に通う旅、帰る旅」）
新型コロナウイルス感染症の影響等により、働き方・住まい方に関する意識が変化する中で、密を

避け、自然環境に触れる旅へのニーズが高まったことを踏まえ、国内観光の新しい需要を掘り起こ
し、地域経済を活性化する観点から、いわば「第２のふるさと」として、何度も地域に通う旅のスタ
イルの普及・定着を図るため、観光庁は2022年度より「第２のふるさとづくりプロジェクト」を推
進している。2023年度には、「『第２のふるさとづくりプロジェクト』継続した来訪促進のためのモ
デル実証事業」において、反復継続した来訪を促すための仕掛けづくり等の先進事例創出に取り組む
事業の選定を行い、モデル実証を実施した。

��çਤදᶗ�2�1�25ç　ୈ̎ͷ;Δ͞とͮくりϓϩδΣΫτ

資料）国土交通省

（３）高齢者等が安心して暮らせる社会
①高齢者等の居住の安定確保

人生100年時代の高齢社会において、高齢者
等が地域で安心して暮らせる社会を実現するた
めには、高齢者等を取り巻く環境の整備が重要
である。
「住生活基本計画（全国計画）」（2021年3 月

閣議決定）では、多様な世代が支え合い、高齢
者等が健康で安心して暮らせるコミュニティの
形成とまちづくりに向けて、高齢者、障害者等
が健康で安心して暮らせる住まいの確保が挙げ
られ、エレベーターの設置を含むバリアフリー
性能等を備えた住宅の整備等を推進している。 

また、住宅確保要配慮者（低額所得者、高齢
者、障害者、外国人等）の住まいの確保に向け
て、住宅セーフティネットの中心的役割を担う公営住宅の計画的な建替え等やストック改善の推進と

çਤදᶗ�2�1�26ç　ॅ͚޲ऀྸߴ୐ͷ੔උ

　　

サービス付き高齢者向け住宅の例

資料）国土交通省
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ともに、住宅確保要配慮者が安心して暮らせる、セーフティネット登録住宅の制度が活用されてい
る。

②バリアフリーの推進
高齢者や障害者等も含め、すべての人が安全・安心に生活し、快適に移動できる環境を整備するた

め、ハード・ソフト両面からバリアフリー化を推進している。
駅等の旅客施設における段差の解消等、高齢者を含むすべての人の利用に配慮した施設･車両の整

備の促進等により、公共交通機関のバリアフリー化を図るとともに、公共性の高い建築物について
も、誰もが安全・安心、円滑かつ快適に利用できる施設を目指した整備を図っている。

また、駅、官公庁施設、病院等を結ぶ道路や駅前広場等において、幅の広い歩道等の整備や歩道の
段差・傾斜・勾配の改善、無電柱化等により、歩行空間のユニバーサルデザインを推進している。

このほか、心のバリアフリーの普及・啓発に向けて、バリアフリーに対する国民の理解増進を図る
「バリアフリー教室」の開催や、高齢者障害者等用施設等の適正な利用の推進に向けたキャンペーン
を実施している。

çਤදᶗ�2�1�27ç　όϦΞϑϦʔԽͷྫࣄ

資料）国土交通省

③交通システムの再構築
公共交通が充実していない、都市部以外の交通空白地では、自家用車での移動が普及しているが、

運転免許返納等により自動車を運転できない高齢者等も存在する。交通空白地の農山村地域に住む高
齢者等が、日常生活において移動に困らないようにするため、交通システムの再構築に取り組む必要
がある。具体的な取組みの方向性として、①地域にある資源（人材、車両、施設）を最大限に活用
し、当該資源のマルチタスク化を図る、②自家用車を用いた旅客輸送サービスの更なる活用を図る、
③デジタルを活用したコンパクトな移動サービス（自動運転等）の提供を推進する、④エネルギーの
地産地消やエネルギー収益の公共交通への活用等を通じて、地域内経済循環を図る、⑤自動車運転免
許を返納した高齢者が安心して利用できる新たなモビリティの開発を推進することが考えられる。
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ίϥϜ
農山村における交通・物流の連携（๺ւಓ্࢜ຈொ）

Column
上士幌町は、人口約5,000人弱、東京23区全体の面

積を上回る広さを有し、農業・酪農をはじめ第１次産業
や公共牧場、温泉、鉄道遺産等、観光資源も豊富に有す
る町である。

少子高齢化・人口減少が進み、担い手不足等により交
通サービスが維持できないおそれだけでなく、市街地と
農村地域間の物流では、荷物の量に比して配送時間が膨
大に発生するなど非効率な状態が続いていた。

上士幌町には、「上士幌セントラルベルト構想」（コン
パクトシティ）に基づき、徒歩圏内に町役場をはじめ、
こども園等の公共施設エリア、スーパーマーケット等の
商業エリアが配置されており、近隣の自治体との間を運
行する路線バス等の乗り場が集約された「上士幌交通
ターミナル」が整備されている。また、交通・物流に係
る実証実験やデータを収集し、町民のニーズを見える化
することにより、効率的なサービス提供の実現に向けた
取組みを行っている。

旅客輸送の面では、2022年12月より自動運転バス
の定期運行を開始しており、「レベル４」の自動運転移
動サービスの実現に向けて、信号協調による交差点安
全走行や、路車協調システムの実証に取り組んでいる。
2024年度中に、一部区間でのレベル４実施を目指すと

ともに、温泉街等の観光資源を有するぬかびら地区と市
街地をつなぐ約20kmについて、高速自動運転が可能な
車両の実証走行を検討している。

物流の面では、農村部への配送手段として、トラック
による配送に加えて、ドローンを用いた空路での配送を
活用する「空陸ハイブリッド配送」の実現を目指してお
り、2023年12月に、国土交通省により新設された「レ
ベル3.5」飛行によるドローン配送が、日本国内で初め
て行われた。ドローン配送導入により、従来トラックで
運んでいた荷物を約半分近く減らすことが可能となるた
め、トラックによる配送効率を上げる効果が得られる。

また、福祉バスを委託している地元の交通事業者が空
いているときに、町内の交通・物流リソースを最大限活
用するため、貨客混載の実証も進めている。

今後、自動運転バス、ドローン共に、システムによる
管理が可能となるレベル４を実現し、中山間地域でのデ
ジタルを活用した持続可能なまちづくりを進めていく。
同町の事例が横展開されて、ほかの自治体にも次々に導
入されることで、システムの普及・共通化が進むと、各
自治体の負担するコストは下がるため、導入を検討する
自治体が更に増加するといった好循環が生まれることが
期待される。

ʻ೶ࢁଜʹ͓͚Δަ௨ɾ෺ྲྀͷऔ૊Έʼ

自動運転バス：かみしほろアルマ ドローン配送の様子

資料）上士幌町

（４）地域インフラ群再生戦略マネジメント（群マネ）
インフラの高齢化が進展する中、適切な維持管理を進める上で、体制面・予算面に課題を抱えてお

り、予防保全への転換に向けた取組みが不十分な地方公共団体が多く見受けられる。インフラメン
テナンスを計画的かつ適切に進めていくためには、新技術の活用や官民連携の促進等、取組みの高
度化・効率化を図るとともに、広域・複数・多分野のインフラを群としてとらえ、総合的かつ多角的
な視点から、地域のインフラを戦略的にマネジメントする、「地域インフラ群再生戦略マネジメント

（群マネ）」を推進していくことも重要である。
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国土交通省では、「群マネ」の取組みを展開していくため、2023年12月、先行的に課題解決に取
り組むモデル地域について、11件（40地方公共団体）を公募の上、選定した。モデル地域に選定さ
れた地方公共団体に対しては、有識者の助言を得ながら、「群マネ」の計画策定や業務・工事実施の
支援を行うとともに、モデル地域の検討を通じて得られた知見を踏まえて、「群マネ」検討の手引き
等を作成すること等により横展開を図り、地方公共団体の持続可能なインフラメンテナンスの実現を
支援していく。

çਤදᶗ�2�1�28ç　஍ҬΠϯϑϥ࠶܈ੜઓུϚωδϝϯτͷ全ମΠϝʔδҊ

総力戦で取り組むインフラマネジメント

• 事業者間連携
(土木以外の異業種連携を含む）

• 人材育成
• 研究

産官

群マネの対象

੃੊ਿ਩ਗ峘প৾岝
ଅ਽৾ভಉ

学

民
•国民参加、パートナーシップ

ઁୠ峘੊ଡ଼嵣ள੊NW峘
峎峔岶峴峔峓峬અൟ

੃੊ਿ਩岝
ૼ୒崣嵛崧嵤
ಉ峒峘৴௚

自治体
A市 B町

C村

事業者

૦ਝ
ভ঺ Ҿӡҿӝӄӡӈ ӖҴҺҴ

ಉ

地域の
大学・高専等

ৗ峉峔
হ঵঻峘૞ো

• 自治体間連携
（広域連携）

担い手
（技術者）

インフラ群（複数・多分野）

地域住民

所有・管理運営

৴௚

• 技術的体制、
人材育成

利用・要望・協働

資料）国土交通省
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ίϥϜ
群マネモデル地域について

Column

●事例①　�広島県・安芸太田町・北広島町�
＜広域連携（垂直）＞

安芸太田町と北広島町では、人口減少に伴う職員数の
更なる減少やベテラン職員の退職による技術継承の課題
等、インフラメンテナンスを含む行政サービスの維持が
困難な状況となっている。そのため、将来にわたりサー
ビス水準を維持していくため、群マネのモデル地域とし
て、県・２町の管理者の枠を越えた持続可能な取組み・
実施体制の構築を目指している。具体的には、道路管理
業務全般（維持・修繕、除雪、緊急対応等）を対象とし、
県・町の一括発注等も含めた効率的・効果的な業務実施
のあり方を検討することとしている。

਍഼୬ি঴
ਨઁਣ঴

広ਣ਩

空から見た北広島町市街地 三段峡（安芸太田町）

౔໦৬һͷ਺˞1

（ਓ）໘ੵ（LN2
ਓޱ（ສਓ）࣏ࣗମ໊

ݝౡ޿��2˞13
0342�0.6҆ܳଠాொ
0646�1.8๺޿ౡொ

˞1 ֤࣏ࣗମ΁ͷฉ͖औりʹΑΔ	36.4ࡏݱ

˞2 ੢෦ݐઃࣄ຿ॴ҆ܳଠాࢧॴ؅಺ͷҡ࣋؅ཧΛ୲౰͢Δ৬һ਺

౔໦৬һͷ਺˞
（ਓ）

໘ੵ
（LN2


ਓޱ
（ສਓ）࣏ࣗମ໊

489136.6େؗࢢळాݝ
˞࣏ࣗମ΁ͷฉ͖औりʹΑΔ（36.4ࡏݱ）

޿
ౡ
ݝ
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●事例②　秋田県大館市　＜多分野連携＞
秋田県大館市では、市の技術職員の減少や災害業務の

増加に伴う事業者側の体制不足等が課題となっている。
これまでに市内の一部地域で道路や普通河川、公園等の
分野横断的な包括的民間委託を実施し、一定の効果が得
られているものの、受発注者それぞれの経験不足による
事務負担増加等、課題も浮き彫りになったところである。
これらの知見を踏まえ、群マネのモデル地域として、包
括的民間委託のエリアや分野の拡大とともに、ＤＸ技術
の導入や民間ノウハウの活用等も進め、メンテナンス業
務のさらなる発展に向けて検討を進めている。

౔໦৬һͷ਺˞1

（ਓ）໘ੵ（LN2
ਓޱ（ສਓ）࣏ࣗମ໊

ݝౡ޿��2˞13
0342�0.6҆ܳଠాொ
0646�1.8๺޿ౡொ

˞1 ֤࣏ࣗମ΁ͷฉ͖औりʹΑΔ	36.4ࡏݱ

˞2 ੢෦ݐઃࣄ຿ॴ҆ܳଠాࢧॴ؅಺ͷҡ࣋؅ཧΛ୲౰͢Δ৬һ਺

౔໦৬һͷ਺˞
（ਓ）

໘ੵ
（LN2


ਓޱ
（ສਓ）࣏ࣗମ໊

489136.6େؗࢢळాݝ
˞࣏ࣗମ΁ͷฉ͖औりʹΑΔ（36.4ࡏݱ）

޿
ౡ
ݝ

େؗࢢ ೆ෦
（ΤϦΞΛ֦େ）

େؗࢢ ൺ಺஍Ҭ
ͼٴ ेೋॴ஍۠

ର৅஍Ҭ

໿̍ԯԁʗ೥ؒ36ඦສԁنۀࣄ໛
̏೥ؒ（36.4ʙ39.3）16͔݄（34.12ʙ36.3）ܖ໿ؒظ
֎ͷ΄͔ɺ๏ఆهࠨ
ɾެԂ࢈ࡒ༺ڞެ

ಓ࿏ɾී௨Տ઒౳ର৅ࢪઃ

ಉܭࠨը४උɺϚωδϝϯτɺ
ಓ࿏ҡ࣋؅ཧɺՏ઒ҡ࣋؅ཧ

຿಺༰ۀ

૯Ձܖ໿
（ੑೳنఆ）

૯Ձܖ໿ɾ୯Ձܖ໿ซ༻
ͷΈੑ޻ఆ（ಓ࿏আ૲ن༷࢓
ೳنఆ）

໿ํࣜɾܖ
ࢪ຿࣮ۀ
ํ๏

ಉڞࠨಉۀاମࢀՃ要݅
ಉܕืެࠨϓϩϙʔβϧํࣜબఆํ๏

ୈ̍（ߦࢼ）ظ ୈ̎ظ

資料）国土交通省

পை৘

௘ি਩ 長根山から見た大館市街地

冬期の排雪状況

（５）地域の活力維持に向けた取組み
人口減少、とりわけ生産年齢人口の減少に直面している地方では、その進展に伴い、地域経済の縮

小といった問題を抱えており、そのまま放置すればヒト・モノ・カネが地域外へ流出し続けるおそれ
がある。地方が衰退に向かわぬよう活力を維持し続けるためには、民間の消費、投資を喚起し、産業
立地の促進やまちなかの再生を推進するためのまちづくりを進めることが重要である。また、地域経
済を牽引する中小企業等の成長促進や地域産業の稼ぐ力の向上を図ることにより、地域の雇用創出の
動きや地域内における消費行動が生まれ、地域経済の好循環が生まれることが期待できる。

第1節　国土交通分野の現状と方向性

第
�
章

国
土
交
通
෼
໺
ʹ
͓
͚
Δ
औ
૊
Έ
と
ࠓ
ޙ
ͷ
ల
๬

Ⅰ

国土交通白書　2024 97



①産業立地の促進
我が国の国際競争力の強化を図るとともに、

経済成長を牽引する産業を創出すべく、企業
の立地戦略等を踏まえ、地方における生産拠
点の整備や強化を図っていく必要がある。ま
た、経済安全保障の観点から、国際情勢の複
雑化に加え、グローバリゼーションの進展や
社会経済構造の変化等に伴い、サプライチェー
ン上の脆弱性が課題として顕在化している。
このような課題への対策として、製造業の国
内回帰の動きや、地域資源を活用して高い付
加価値を創出できる産業等、域内で稼げる産
業の地方立地を促し、地域雇用の創出と地域
経済の底上げを図ることが必要となる。

②まちなかの再生
人口減少等を背景に、所有者不明土地や空き家等の更なる増加が懸念されているため、それらの発

生の抑制や活用の拡大が重要である。特に、地域経済やコミュニティの活性化を図る観点では、まち
なかの賑わい空間の整備や、地域の核となる商業施設及びまちに点在する空き店舗・空き家の改修等
により、まちなかの再生を図り、域内の消費を促進する必要がある。国と地方公共団体が連携して取
り組むとともに、産業立地政策と併せて実施することにより、限られた人材・ノウハウ等のリソース
を効率的に活用することが可能である。

çਤදᶗ�2�1�30ç　まͪな͔࠶ੜͷྫࣄ

փ空৖֭ธᅏ（ુ቎市）׎֍֪֭֊ֽ֩֠ 空き家を改修したゲストハウス（兵庫県豊岡市）まちなかの賑わい空間の整備（熊本市） 空閑地を活用し新築したレストラン（豊岡市）

資料）国土交通省

③地域における道の駅の役割
全国に広がる「道の駅」は、「休憩」「情報発信」「地域の連携」の３つの機能を併せ持つ施設で、

道路利用者のオアシスとなっている。近年は、地域の活性化・観光の拠点として地域再生の役割を担
うだけでなく、災害時の防災機能や子育て支援等の施設整備が進むなど、地域の防災・交流等の拠点
となっているものもみられる。

çਤදᶗ�2�1�29ç　ཱۀ࢈஍ͷଅਐྫࣄ（ؠखݝ๺্ࢢ）

産業集積の促進（北上市）
資料）国土交通省
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ίϥϜ
道の駅整備による地域活性化（ࢁ↼ொɾ౦޿ౡࢢ）

Column
■道の駅「通潤橋」

熊本県山
やまとちょう

都町は、九州のほぼ中央に位置し、北は阿蘇
南外輪山、南は九州脊梁山地が連なる景観豊かな山間の
町である。また、近世石橋の傑作である「通潤橋」等の
歴史遺産も豊富である。

同町は1955年のピーク以降人口減少が進み、現在は
約13,000人（2024年２月）、高齢化率は約50％であり、
後継者・担い手不足等の深刻な課題を抱えている。

このような中、2024年２月に、九州を横断する九州
中央自動車道の「山都中島西インターチェンジ」から「山
都通潤橋インターチェンジ」までの10.4キロメートル
が開通した。町内への移動を促すインフラが整ったこと
を好機と捉え、同町は、山都通潤橋ICの供用開始に合わ

せる形で、「道の駅」整備事業を進めた。
2024年１月、同町は、国道218号線沿いに道の駅

「通潤橋」を移転オープンさせた。同駅の最大の特徴は、
2023年に土木構造物として初めて国宝指定された「通
潤橋」が車で５分圏内に位置していることである。その
ほか、構内には地元の食材を使った料理を提供するレス
トランや、地元の特産品を多く揃えた物産館等を備えて
おり、賑わいを創出する工夫がなされている。

現在、同施設の来場者数は月間で約15,000人であり、
売上については月間約2,000万円を記録している。今後、
同施設は道の駅を軸に、定住人口や産業と雇用の拡大に
より、地域の活性化及び情報発信等の取組みをより一層
進めていくこととしている。

ʻಓͷӺʮ௨५ڮʯʼ ʻ௨५ڮʼ

資料）山都町

■道の駅「西条のん太の酒蔵」
東広島市西条地区は、酒造りに適した気候や清らかな

水を利用した日本酒づくりが盛んであり、日本三大銘醸地
として知られる。その一方で、日本酒をはじめとした地域
の特産品の魅力を発信する拠点がないという課題があっ
た。そうした中、同市が運営主体となり2022年７月に中
国地方最大の道の駅「西条のん太の酒蔵」がオープンした。

当施設の取組みは、市の観光資源につながるゲート
ウェイとして、来場者に対し、地元特産品の魅力を発信
し、消費の拡大につなげることで、賑わいを創出し、ひ
いては地域活力の向上を図ることを目的とするものであ
る。日本酒やジビエ、野菜等の市の特産品を取扱う直売
所や、地元食材を使用したフードコートが設けられてい
る。また、一度に100人が利用可能な屋内遊戯場（こど
もひろば）も有しており、子育て世代にも利用しやすく
なっている。

ほかにも、当施設は、長距離ドライバーの休憩拠点と
して、施設内にシャワー設備や24時間利用可能な無人
コンビニを備えている。

同施設のオープン後、来場者数は増加の一途を辿って
おり、一日の平均直売所利用者は平日570人、休日1,150
人を記録している。売上についても、3 ヶ月間で約1.61
億円（2024年１月～同年３月）を記録しており、前年
同期間の売上から10％以上の増加を達成していること
もあり、地域経済に貢献している。

そのほか、当施設は、従来の道の駅の役割である休憩
機能、情報提供機能、地域連携機能に加え、防災機能を
備えており、県内で初めて「防災道の駅」に指定されて
いる。災害時には、地域住民、長距離ドライバー等の避
難所としての役割もあり、施設内に非常用電源、貯水タ
ンク、防災倉庫、防災トイレ等が備えられている。さらに、
広大な駐車場を活かし、警察や自衛隊の救援部隊の拠点
としても機能する。

今後は、当施設と市内観光拠点とがつながる仕組みや、
子育て機能と連携したイベントの開催、大学や学生の知
見を活かしたコンテンツの創出等、地域の中心拠点を目
指すとしている。
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ʻಓͷӺʮ੢৚ͷΜଠͷञଂʯʼ ʻ௚ചॴʼ

資料）東広島市

④地域生活圏の形成
人口減少・少子高齢化が進むことにより、地域の暮らしを支える中心的な生活サービス提供機能が

低下・喪失するおそれがある。こうした状況に対し、従来の縦割りの分野ごとの地方公共団体での対
応だけでは限界がある。そのため、分野の垣根を越えた、市町村界にとらわれない、官民パートナー
シップによる地域経営と、デジタルの徹底活用によるリアル空間の質的向上により、日常の暮らしに
必要なサービスが、持続的に提供される地域生活圏の形成を目指すことが重要である。

地域生活圏の形成に向けて、地域公共交通や買い物、医療・福祉・介護、教育等の暮らしに必要な
サービスの利便性の最適化や複合化、そのデジタル技術実装の加速化、地域内経済循環の仕組みの構
築等に取り組み、地域課題の解決と地域の魅力向上を図ることが期待される。

例えば、地域公共交通では、鉄道、路線バス、コミュニティバス等の交通手段が重複している場
合、地域の関係者との共創を通じて、交通ネットワークの統合・再編等を実施することにより、利用
者にとっての利便性、事業の持続可能性・生産性を向上させることができ、地域をつなぐ持続的なモ
ビリティ社会の実現に資する。

また、デジタル技術を活用することにより、これまで場所や時間の制約により実現できなかった新
たな生活サービス（テレワーク、遠隔医療等）の提供が可能となることや、自動運転バスやドローン
物流等の輸送サービス提供機能の省人化・自動化・効率化の実現も期待できる。
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資料）三豊市等関係者提供資料より国土交通省において作成

第1節　国土交通分野の現状と方向性 　
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